
 岩美町空き家家財道具等整理補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、岩美町補助金等交付規則（平成１１年岩美町規則５号。以下「規則」

という。）の規定に基づき、岩美町空き家家財道具等整理補助金（以下「本補助金」とい

う。）の交付について規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（目的） 

第２条 本補助金は、岩美町空き家活用情報システムに登録されている物件の所有者（以下

「物件所有者」という。）に対し、当該物件の家財道具等の処分に必要な費用の一部を助

成することにより、空き家所有者に岩美町空き家活用情報システムへの登録を促すこと

を目的とする。 

 

 （補助対象者） 

第３条 本補助金の補助対象者は、前条に定める物件所有者とする。ただし、次の各号に掲

げる場合を除く。 

 ⑴ 補助対象者が宅地建物取扱業者である場合 

⑵ 岩美町空き家活用情報システムに登録されている物件（以下「登録物件」という。）

の入居者が補助対象者の３親等以内の者である場合 

⑶ 補助対象者又は補助対象者と同一世帯の者に町税等の岩美町の歳入となるべきもの

の滞納がある場合。ただし、分割納付を誓約どおり履行しているなど、誠実性が認め

られる場合は除く。 

 

 （補助対象物件） 

第４条 本補助金の補助対象物件は、購入又は賃借する入居者が決定した登録物件とする。 

 

 （補助対象事業） 

第５条 本補助金の補助対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、第３条に定

める補助対象者が、前条に定める補助対象物件の家財道具等の処分を町内事業者に発注

し行う事業とする。 

 

 （補助対象経費） 

第６条 本補助金の補助対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、第４条に定

める補助対象物件の家財道具等の処分に必要な経費（（仕入控除税額（補助対象経費に含



まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８条）

に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と、当該金額に地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た額の合計額をいう。

以下同じ。）を除く。））とする。 

 

（補助金の算定等） 

第７条 本補助金の額は、前条に定める補助対象経費に１０分の１０を乗じて得た額（１，

０００円未満の端数は切り捨てる。）とし、４００，０００円を上限とする。ただし、本

補助金の交付は、１登録物件につき１回限りとし、予算の範囲内で交付する。 

 

 （交付申請） 

第８条 本補助金の交付を受けようとする者（以下、「補助事業者」という。）は、当該登録

物件の入居者が決定次第、規則第５条の規定に基づき、補助金等交付申請書等を町長に提

出するものとする。 

２ 規則第５条に定める補助金等交付申請書は、岩美町空き家家財道具等整理補助金交付

申請書（様式第１号）によるものとし、同条各号に掲げる添付書類は、次の各号に掲げる

書類とする。 

（１）当該登録物件に係る賃貸借又は売買契約書の写し 

（２）町内事業者への発注による処分費が確認できるもの 

（３）家財道具等の処分前の写真 

（４）同意書（様式第２号） 

３ 補助事業者は、交付申請にあたり、仕入控除税額が明らかでないときは、第６条の規定

にかかわらす、仕入控除税額を含む補助対象経費の額で交付申請をすることができる。 

 

 （交付決定） 

第９条 町長は、本補助金の交付申請があったときは、規則第６条の規定に基づき、当該交

付申請の内容等について審査し、交付すべきものと認めたときは速やかに申請者に対し

て岩美町空き家家財道具等整理補助金交付決定通知書（様式第３号。以下「交付決定通知

書」という。）を交付するものとする。 

  

 （申請の取下げ） 

第１０条 本補助金の交付申請をした者は、交付決定通知書の交付を受けた場合において、

当該通知に係る補助金の交付の決定の内容又はこれに附された条件に不服があるときは、



交付決定通知書を受理した日から２０日以内に、申請の取下げをすることができる。 

２ 前項に定める申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定は、な

かったものとみなす。 

 

（補助金の返還） 

第１１条 町長は、偽りその他不正な手段により、補助金の交付を受けた者があったとき 

は、その全部又は一部について返還を求めることができる。 

 

 （補助事業等の変更） 

第１２条 規則第１０条第１項に定める申請事項の変更をする場合は、岩美町空き家家財

道具等整理補助金変更交付申請書（様式第４号）を町長に提出するものとする。 

２ 規則第１０条第１項ただし書に定める軽微な変更とは、補助金の額の増額以外の変更

とする。 

 

 （実績報告） 

第１３条 規則第１７条に定める補助事業者の実績報告は、補助対象事業の完了した日か

ら３０日以内又は補助対象事業の完了した日の属する年度の翌年度４月１０日のいずれ

か早い日までに岩美町空き家家財道具等整理補助金事業実績報告書（様式第５号。以下

「実績報告書」という。）を町長に提出しなければならない。 

２ 前項に定める実績報告書には、次の各号に掲げる書類を添付するものとする。 

 （１）家財道具等の処分に係る領収書及び内訳の分かるもの 

（２）家財道具等の処分完了が確認できる写真 

３ 補助事業者は、実績報告にあたり、その時点で明らかになっている仕入控除税額（以下

「実績報告控除税額」という。）が交付決定額に係る仕入控除税額（以下「交付決定控除

税額」という。）を超える場合は、補助対象経費の額からその超える額を控除して報告し

なければならない。 

４ 補助事業者は、実績報告の後に、申告により仕入控除税額が確定した場合において、そ

の額が実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、当該交

付決定控除税額）を超えるときは、様式第６号により速やかに町長に報告し、その超える

額に対応する額を町に返還しなければならない。 

 

（補助金の交付） 

第１４条 本補助金の交付は、町長が交付決定者からの岩美町空き家家財道具等整理補助



金交付請求書（様式第６号）を受理した日から３０日以内に行うものとする。 

 

 （その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年７月１３日から施行し、令和３年３月３１日に限り、その効力を失う。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行し、令和７年３月３１日まで適用する。 

  附 則 

この要綱は、令和５年９月１３日から施行し、令和７年３月３１日まで適用する。 

 

 


